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社員総会式次第 
 

一、開会宣言 
 

二、開会挨拶 
 

三、議⻑および書記および議事録署名人選出 
 
四、議案提案 

第一号議案 令和２年度活動報告承認の件 
第二号議案 令和２年度決算報告承認の件 
      監査報告 
第三号議案 定款の一部変更の件 
第四号議案 令和３度活動方針決定の件 
第五号議案 令和３度度予算決定の件 
 

五、質疑応答 第一号議案〜第五号議案 
 

六、採決 
 

七、議⻑解任 
 

八、閉会 
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第一号議案 令和２度活動報告承認の件 
 
一、活動庶務 
＜令和２年＞ 
１０月 １日（木） 北海道・東北ブロック研修開催県（北海道）との打合せ 
１０月 ６日（火） 全国大会事務局会議 
１０月１０日（土） 第６期第６回理事会、大会実行委員会 
１０月１５日（木） 税理士と会計確認 
１０月１９日（月） 全国大会登壇国会議員へ挨拶 
１０月２０日（火） 委託事業について厚生労働省との打合 
１０月２２日（木） 全国大会登壇議員へ挨拶 
１０月２７日（火） 会計監査（ZOOM） 
１０月２９日（木） 近畿ブロック研修中継会場打合 
１０月３０日（金） 自治体コンサル重点支援都道府県研修（１回目）実施 
１１月 １日（日） 第七期社員総会、第六期第７回理事会、第七期第１回理事会 
１１月 ５日（木） 自治体コンサル重点支援都道府県研修（２回目）実施 
１１月１３日（金） 釧路市コンサル（家計・訪問） 
１１月１５日（日） 全国大会全体会１（仙台中継）開催 
１１月２３日（月） 全国大会分科会１（包括的支援・東京中継）開催 
１１月２４日（火） 小樽市コンサル（就労・訪問） 
１１月２５日（水） 大崎市コンサル(就労)、岩美町コンサル(家計・訪問)、那珂川市コ

ンサル(就労・訪問) 
１１月２６日（木） 三朝町コンサル(家計・訪問)、岡谷市コンサル(就労)、春日市コン

サル(就労・訪問) 
１１月２７日（金） 守口市コンサル（家計・訪問） 
１１月２９日（日） 全国大会分科会２（社会的擁護と生活困窮・仙台中継）開催 
１１月３０日（月） 東近江市コンサル(家計・訪問)、川⻄市コンサル(家計) 
１２月 ２日（水） 新庄市コンサル（家計） 
１２月 ３日（木）  鶴ヶ島市コンサル（就労準・訪問）、越谷市コンサル（就労・訪問） 
１２月 ４日（金） 委託事業について厚生労働省との打合 
１２月 ５日（土） 全国大会分科会３（家計改善支援・東京中継）開催 
１２月 ６日（日） 全国大会分科会４（子ども・若者支援・東京中継）、分科会５（と

もに働く・東京中継）開催 
１２月 ８日（火） 三朝町コンサル（就労）、嬉野市コンサル（就労） 
１２月 ９日（水） 東海・北陸ブロック研修（１日目） 
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１２月１０日（木）  東海・北陸ブロック研修（２日目）、北名古屋市コンサル（家計）、
南足柄市コンサル（就労） 

１２月１１日（金） 都城市コンサル（家計）、宮崎市コンサル（家計） 
１２月１２日（土）  全国大会分科会６（居住・一時生活支援・京都中継）、分科会７（地

域づくり・京都中継）開催 
１２月１３日（日） 全国大会分科会８（就労準備支援・京都中継）開催、北海道・東北

ブロック研修実行委員会 
１２月１５日（火）  中国・四国ブロック研修（１日目）、本巣市コンサル（就労・訪問）、

寒河江市コンサル（就労） 
１２月１６日（水） 中国・四国ブロック研修（２日目）、宮古島市コンサル（就労、家

計・訪問） 
１２月１７日（木） 南足柄市コンサル（家計） 
１２月１８日（金） 八千代市コンサル（就労・訪問）、福井市コンサル（就労） 
１２月２２日（火） 九州・沖縄ブロック研修（１日目）、⻑島町コンサル（就労）、⻲

山市コンサル（就労）、 
１２月２３日（水） 九州・沖縄ブロック研修（２日目）、延岡市コンサル（就労） 
１２月２４日（木） 福井市コンサル（家計）  
１２月２５日（金） ひたちなか市コンサル（就労）、⻑島町コンサル（家計） 
１２月２９日（火） 第七期第２回理事会、大会実行委員会 
＜令和３年＞ 
 １月 ７日（木）  「コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請」厚

生労働大臣へ提出、大崎市コンサル（家計） 
 １月１１日（月） 全国大会全体会２（仙台中継）開催 

１月１２日（火） 座間市コンサル（家計） 
１月１３日（水） 近畿ブロック研修（１日目）、東近江市コンサル（家計・訪問）      

 １月１４日（木） 近畿ブロック研修（２日目） 
１月１５日（金） 茅ヶ崎市コンサル（家計） 

 １月１８日（月） 北名古屋市コンサル（家計） 
 １月１９日（火） 船橋市コンサル（就労） 
 １月２０日（水） 北海道・東北ブロック研修（１日目） 
 １月２１日（木） 北海道・東北ブロック研修（２日目） 

１月２５日（月） 小郡市コンサル（就労）、坂井市コンサル（就労） 
１月２６日（火） 関東・甲信越ブロック研修（１日目・）平⼾市コンサル（就労）、

岩美町コンサル（家計） 
１月２７日（水） 関東・甲信越ブロック研修（２日目） 
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２月２２日（月） 第七期第３回理事会、大会実行委員会 
 ２月２４日（水） 自治体コンサル講師の意見交換会  
 ３月 １日（月） 令和 2 年度委託事業実績報告書提出 
 ３月 ８日（月） 令和３年度厚生労働省委託事業入札説明会 

３月１９日（金） 令和２年度委託事業完了報告書提出 
３月２６日（金） 令和３年度厚生労働省委託事業入札書提出 
４月１４日（水） 令和３年度厚生労働省助成事業申請書提出 
４月２３日（金） 第８回全国研究大会事務局会議、令和３年度厚生労働省委託事業開    
         札 
５月 ７日（金） 第七期第 4 回理事会、大会実行委員会 
５月２６日（水） 厚生労働省と事務局打合せ、令和３年度委託事業の委託契約の締結 
６月  ３日（木） 情報共有サイト ID 未登録自治体登録手続き依頼文書発出 
６月１１日（金） 自治体コンサル公募案内を都道府県に発出 
６月２１日（月） 第８回全国研究交流大会事務局会議 
６月２２日（火） 第２回「住まい支援の連携強化のための連絡協議会」出席 
６月２４日（木） 第七期第５回理事会、全国大会実行委員会 
７月 ９日（金） 研修委員とのブロック別研修に関する事前打合せ 
７月１４日（水） 研修委員とのブロック別研修に関する事前打合せ 
７月１６日（金） 研修委員、厚生労働省とのブロック別研修に関する事前打合せ 
７月１９日（月） 自治体コンサル追加公募発出 
７月２７日（火） 第８回全国研究交流大会事務局会議 
７月２９日（木） 第七期第６回理事会、全国大会実行委員会 
７月３０日（金）  自治体コンサル選定結果通知、東海・北陸ブロック研修協力要請（三

重県） 
８月 ６日（金） 中国・四国ブロック研修協力要請（高知県） 
８月１０日（火） 九州・沖縄ブロック研修協力要請（⻑崎県） 
８月１１日（水） 関東・甲信越ブロック研修協力要請（神奈川県） 
８月１７日（火） 自治体コンサル講師打合せ、関東・甲信越ブロック研修の打合せ 
８月３０日（月） 重点支援都道府県研修 厚生労働省との打合せ 
８月３１日（火） 自治体コンサル重点支援都道府県研修 1 回目、大会事務局会議 
９月 ２日（木） 自治体コンサル重点支援都道府県研修 2 回目 
９月 ７日（火） 第七期第７回理事会、全国大会実行委員会 
９月１３日（月） 北海道・東北ブロック、関東・甲信越ブロック研修企画打合せ 
９月１６日（木） 中国・四国ブロック研修企画打合せ 
９月１７日（金） 近畿ブロック研修企画打合せ 
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９月２１日（火） 第８回全国研究交流大会開催要綱、会報１４号発送 
９月２２日（水） 三郷市コンサル（就労）、東海・北陸ブロック研修企画打合せ 
９月２４日（金） 九州・沖縄ブロック、北海道・東北ブロック研修企画打合せ 
９月２７日（月） 高岡市コンサル（家計）、安芸高田市コンサル（連携） 
９月３０日（木） 第七期第８回理事会、全国大会実行委員会 
 

＜第六期 理事会、実行委員会の開催＞ 
第 6 回理事会、実行委員会(令和 2 年 10 月 10 日) 

   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 9 名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第 7 回全国研究交流大会の開催要綱について 
        ・全体会、分科会の企画の詳細について 
   議  題 ＜理事会＞ 
        ・第七期社員総会について 
        ・第七期役員体制について 
        ・厚生労働省への要請書について 
        ・ブロック別研修、自治体コンサルについて 

第７回理事会、実行委員会(令和 2 年 11 月 1 日) 
   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 13 名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第 7 回全国研究交流大会の進め方等について 
   議  題 ＜理事会＞ 
        ・第七期社員総会について 
        ・厚生労働省への要請書について 
        ・ブロック別研修、自治体コンサルについて 
＜第七期 理事会の開催＞ 

第１回 理事会（令和２年１１月１日） 
   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 １５名 
   議  題 ＜理事会＞       

・代表理事の選任、事務局の任命 
第２回 理事会、実行委員会（令和２年１２月２９日） 

   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
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   出席人数 １８名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第７回全国研究交流大会の振り返り、全体会２について 
   議  題 ＜理事会＞       
        ・厚生労働省への要請文について 
        ・ブロック別研修、自治体コンサルについて 

第３回 理事会（令和３年２月２２日） 
   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 １０名 
   議  題 ＜理事会＞ 

・ブロック別研修、自治体コンサル、情報サイトについて 
第４回 理事会、実行委員会（令和３年５月７日） 

   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 １５名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第８回全国研究交流大会に向けて 
   議  題 ＜理事会＞ 

・令和 2 年度委託事業報告について 
・令和 3 年度委託事業について 
・全国ネットワークホームページリニューアルについて 

第５回 理事会、実行委員会（令和３年６月２４日） 
   開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 １５名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第８回全国研究交流大会について 
   議  題 ＜理事会＞ 

・自立支援金の対応と困窮者支援の現状及びあり方について 
・ブロック別研修、自治体コンサル、情報サイトについて 

第 6 回 理事会、実行委員会(令和 3 年 7 月 29 日) 
開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 

   出席人数 １７名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第８回全国研究交流大会について 
        ・第 9 回全国研究交流大会に向けて 
   議  題 ＜理事会＞ 
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・ブロック別研修、自治体コンサル、情報サイトについて 
第７回 理事会、実行委員会(令和 3 年９月７日) 

開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 
   出席人数 １５名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第８回全国研究交流大会について 
        ・第９回全国研究交流大会について 
   議  題 ＜理事会＞ 

・ブロック別研修、自治体コンサル、情報サイトについて 
・第八期社員総会について 

第８回 理事会、実行委員会(令和 3 年９月３０日) 
開催場所 ＺＯＯＭによるリモート会議にて開催 

   出席人数 １６名 
   議  題 ＜実行委員会＞ 
        ・第８回全国研究交流大会について 
   議  題 ＜理事会＞ 

・ブロック別研修、自治体コンサル、情報サイトについて 
        ・第八期社員総会について 
 
二、「第７回生活困窮者自立支援全国研究交流大会」をオンラインで開催し、

1200 名超の支援員、行政職員、学識経験者等が参加した。 
 
（１）日時 

令和２年１１月１５日（日）〜令和３年１月１１日（月・祝日） 
（２）開催方法 

・ＺＯＯＭウェビナーによるＷＥＢ開催（全体会、分科会後にライブ中継したアー
カイブ動画を困窮者支援情報共有サイトに掲載）。 

・分科会は参加枠の上限を設けて第三希望まで参加。 
（３）テーマ 

「コロナ禍の生活困窮者支援の現状と課題〜ポストコロナとウィズコロナで生活
困窮者支援事業はどうなる？困窮者支援とこれから目指す地域共生社会」 

（４）開催趣旨 
新型コロナウイルス感染拡大で社会全体が委縮し、生活困窮者自立支援の取り組

みに関わる多くの人が未知の世界との格闘を続けることになった。給付や貸付のた
めに相談窓口には多くの市⺠が訪れ、支援現場は支給事務に忙殺され、寄り添う支
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援が出来ずに悩み疲弊している状況がみられている。第 7 回となる全国研究交流大
会は感染防止の観点からオンライン開催となったが、このようなときだからこそ、
制度の原点に立ち返り、見えてきた課題や経験を持ち寄り、全国各地の取り組みや
繋がる仲間の発見など、互いを支え合う機会とし、支援現場が少しでも元気になれ
るような大会にしていくことを目的とした。 

（５）参加申し込み者―1,242 人（ 
（６）参加費―１人 3000 円、グループ参加（代表者以外）1,000 円 
（７）企画内容 

１）全体会１ 11 月 15 日（日） 参加人数：926 人 
<午前の部>  10:00〜12:00 
①開会挨拶：生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 

来賓挨拶：厚生労働大臣 田村 憲久（代読 社会・援護局⻑ 橋本 泰宏） 
②提言１ 「見えないつながりを取り戻す」 

講師：東京工業大学リベラルアーツ研究教育院 教授 若松 英輔 
③提言２ 「生活困窮者の（在宅）の現実と課題」 

講師：医療法人社団悠翔会 理事⻑ 佐々木 淳 
④提言２ 「いのちと社会に向き合い、地域と共に育む協同のまちづくり」 

講師：南医療生活協同組合 代表理事 成瀬 幸雄 
⑤提言４ 「見えていないニーズを掘り起こす福祉実践のあり方」 

講師：社会福祉法人福祉楽団 理事⻑ 飯田 大輔 
⑥前半シンポジウム 「生活困窮者自立支援制度の課題を考える」 

登壇者：提言１〜４講師 
司会進行：生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 

<午後の部> 13:00〜15:30 
⑦開会挨拶：生活困窮者自立支援全国ネットワーク代表理事 岡﨑 誠也 
⑧国会議員からのエール： 

公明党 参議院議員 山本 香苗 
自由⺠主党 衆議院議員 ⻤木 誠 
立憲⺠主党 参議院議員 石橋 通宏 

⑨提言５ 「新たな地域づくりから社会保障の未来を考える」 
講師：早稲田大学法学学術院 教授 菊池 馨実 

⑩提言６ 「共生の基礎としての伴走／寄り添い支援」 
講師：一橋大学大学院社会学研究科 教授 猪飼 周平 

⑪後半シンポジウム 「生活困窮者自立支援の原点を振り返る」 
  登壇者：提言５・６講師 
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野洲市市⺠部 次⻑ 生水 裕美 
厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室⻑ 唐木 啓介 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 村木 厚子 

司会進行：生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 奥田 知志 
 
２）分科会１ 包括的支援   

日時：11 月 23 日 14：00〜16：30 参加人数：333 人 
テーマ：生活困窮者支援を軸にした包括的支援体制へのアプローチ  

●事例発表・シンポジウム 
①社会福祉法人すぎな会 理事⻑補佐 山上 裕之 
②栃木県市貝町役場 健康福祉係 総合相談支援センター⻑ 郷間 一宏 
③高知県中土佐町社会福祉協議会 地域福祉課地域支援チーム 主任 中平 紗和 

地域福祉課相談支援チーム 主任 谷岡 裕子 
●コメンテーター 

④厚生労働省社会・援護局地域福祉課 地域共生社会支援調整係⻑ 田代 善行 
⑤日本福祉大学 副学⻑ 原田 正樹 

●コーディネーター 
⑥日本社会事業大学専門職大学院 客員教授 渋谷 篤男 

 
３）分科会２ 社会的養護と生活困窮   

日時：11 月 29 日 10：00〜12：30 参加人数：233 人 
テーマ：社会的養護と生活困窮 

●パネラー 
①アフターケア事業ゆずりは 所⻑ 高橋 亜美 
②生活クラブ風の村 児童養護施設はぐくみの杜君津 施設⻑ 高橋 克己 
③一般社団法人若草プロジェクト 理事・事務局⻑ 牧田 史 
④千葉県中央児童相談所 主任上席児童福祉司兼支援課⻑ 児玉 亮 

●コメンテーター 
津田塾大学客員教授 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 村木 厚子 

●コーディネーター 
⑤社会福祉法人生活クラブ風の村 理事⻑ 池田 徹 

 
４）分科会３ 家計改善支援   

日時：12 月 5 日 14：00〜16：30 参加人数：256 人 
テーマ：「コロナ禍での家計改善支援。見えてきたものはなに？」 



11 

 

●パネラー 
①野洲市市⺠部 次⻑ 生水 裕美 
②厚生労働省社会・援護局地域福祉課 包括的支援体制整備推進官 鏑木 奈津子 
③グリーンコープ生活協同組合連合会 常務理事 行岡 みち子 

●実践報告者 
④生活クラブ生活協同組合・東京 たすけあいネットワーク事業部生活再生事業課 

府中市家計改善支援員 中森 順子 
⑤熊本県益城町福祉課地域福祉係 地域福祉係⻑ 吉住 由美 

●コーディネーター 
⑥明治学院大学社会学部 教授 新保 美香 

 
５）分科会４ 子ども・若者支援  

日時：1２月６日 10：00〜12：30 参加人数：257 人 
テーマ：「ウィズコロナ、アフターコロナ時代における子ども・若者支援の方策」 

●パネラー 
①一般社団法人コミュニティ・メンタルヘルス・アウトリーチ協会 代表理事 梁田 

英麿 
②一般社団法人若者協同実践全国フォーラム 代表理事 古村 伸宏 
③特定非営利活動法人パノラマ 理事 鈴木 晶子 
④放送大学/千葉大学 名誉教授 宮本 みち子 

●コーディネーター 
⑤認定 NPO 法人スチューデント・サポート・フェイス 代表理事 谷口 仁史 

 
６）分科会５ ともに働く 

日時：12 月 6 日 14：00〜16：30 参加人数：56 人 
テーマ：被災地でともに働く、ともに生きる−映画「Workers 被災地に起つ」 

●パネラー 
①ワーカーズコープ･センター事業団 東北事業本部登⽶地域福祉事業所所⻑ 竹森

幸太 
②センター事業団東北事業本部登⽶地区福士事業所 小野寺 弘司 
③登⽶市東和町鱒淵地区 藤原 ふさ子 

●コメンテーター 
④厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室 課⻑補佐 國信 綾希 

●コーディネーター  
⑤ワーカーズコープ・センター事業団 理事⻑ 田中 羊子 
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７）分科会６ 居住・一時生活支援  
日時：12 月 12 日 10：00〜12：30 参加人数：155 人 
テーマ：多様な主体を「巻き込む」居住支援  

●パネラー 
①株式会社ケア・フレンズ 優しいまちづくり推進事業部 統括部⻑ 吉村 和真 
②NPO 法人抱樸・互助会のなかまと事務局 
③国土交通省 住宅局安心居住推進課 企画専門官 坂田 昌平 
④厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室⻑ 唐木 啓介 
⑤法務省保護局更生保護振興課地域連携・社会復帰支援室 室⻑ 田中 大輔 
⑥株式会社あんど 代表取締役 ⻄澤 希和子 

●コーディネーター 
ＮＰＯ法人やどかりサポート鹿児島 理事⻑ 芝田 淳 

 
８）分科会７ 地域づくり   

日時：12 月 12 日 14：00〜16：30 参加人数：204 人 
テーマ：新・地域力「住⺠主体による気にかけ合う地域づくり」 

●パネラー 
①一般社団法人 筆甫地区振興連絡協議会 事務局⻑ 吉澤 武志 
②NPO 法人 暮らしづくりネットワーク北芝 一般社団法人 YDP 中村 雄介 
③北谷町栄口区公⺠館 自治会⻑兼館⻑ 島袋 艶子 

●コメンテーター 
④厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域福祉専門官 玉置 隼人 
⑤一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 副代表 櫛部 武俊 
⑥NPO 法人全国コミュニティライフサポートセンター 理事⻑ 池田 昌弘 

●コーディネーター 
⑦日本福祉大学大学院 特任教授 平野 隆之 

 
９）分科会８ 就労準備支援   

日時：12 月 13 日 14：00〜16：30 参加人数：157 人 
テーマ：「就労準備支援利⽤者の小さな変化を捉える見える化ツール〜ＫＰＳビジュ

アライズツール〜」 
●パネラー 

①大阪市立大学大学院都市経営研究科 准教授 五石 敬路 
②大阪市立大学大学院生活科学研究科 准教授 垣田 裕介 
③京丹後市寄り添い支援総合サポートセンター 主任 藤村 貴俊 
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④一般社団法人京都自立就労サポートセンター 理事 高橋 尚子 
●コメンテーター 

⑤慶應義塾大学経済学部 教授 駒村康平 
●コーディネーター 

⑥同志社大学社会学部 教授 埋橋 孝文 
 
10）全体会２ 「振り返りと展望」  

日時：2021 年 1 月 11 日（月・祝）14：00〜16：00 参加人数：436 人 
開会挨拶：生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 
各分科会からの報告（担当役員より） 

●パネラー 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 奥田知志 

 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 理事 生水 裕美 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 鈴木 俊彦 

●コーディネーター：生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 
閉会挨拶：生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 奥田 知志 

 
（８）まとめ 

オンライン開催となり、これまで同一日程で実施していた分科会はそれぞれ別日程
となり、希望者は複数の分科会への参加が可能となった。1242 名が申し込み、全体会
と分科会トータルで延べ 3013 名の参加があった。加えて、アーカイブ動画を視聴す
る参加者も多かったと思われる。オンライン開催の利点としては、自宅や職場から参
加できることで、今回は初めて女性が半数を超え、若い世代や出張が難しい層の参加
者が増えたこと、地理的なハンディがなくなり全国すべての都道府県から参加があっ
たことが挙げられる。また、全体会２ではすべての分科会の報告を行い、参加者全員
で大会全体の内容を共有することもできた。 

参加者のアンケートでは、全体会については、「生活困窮者自立支援制度をどう考え
るか原点を振り返ることができた」「制度の成り立ちや今後の課題などについて問題を
共有できたことが良かった」「コロナ禍の中で支援に追われてきたのでこれまでのふり
返りと分析が重要だと思った」等、制度に引きつけて支援について考える機会となっ
たことが分かる。各分科会については、それぞれの支援現場の状況を共有し新たな課
題を出し合い、困難な状況にどのように対応していくべきかの議論を深めることがで
きた。オンラインという制限された中ではあったが、参加者が思いを出し合い、繋が
りを確認する貴重な機会となり、困窮者支援に携わる人にとって、支援の充実や支援
員同士のネットワークを実感する場として、大きな役割を果たしている。 
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三、「第８回生活困窮者自立支援全国研究交流大会」の企画を検討し、準備を進
めた。 

 
（１）第８回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

１）第 7 回大会参加者のアンケート等でも参集型の開催を熱望する声が多かったが、
感染拡大が繰り返され収束の見通しが立たず、第８回大会もオンライン開催を決断
した。 

２）当団体の役員で実行委員会を開催し、開催の趣旨、企画内容、開催要綱などを検
討した。 

３）各分科会担当役員は登壇者と連絡を取りながら、企画内容を詰め、準備を進めた。 
 
（２）第９回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 
  １）実行委員会にて、開催地を東京都内とし、感染収束が見通せないためハイブリッ

ト開催を前提に検討を進めた。 
 
 
四、制度の充実のために国への提言を行い、会員の研修や交流を図るための 

情報提供や仕組みづくりを行った。 
 
（１）「コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請」を厚生労働大臣へ提

出した。、 
  １）全国大会の全体会・各分科会の参加者の声、各役員は所属する組織の支援現場の

声に耳を傾ける中で、支援現場が直面してきた困難がさまざまに見えてきた。それ
を少しでも軽減するための道を整理し、この制度を機能させていくために何ができ
るかについて理事会で検討を重ね、要請文にまとめ、令和３年 1 月７日に厚生労働
大臣に届けた。 

２）要請文をホームページに掲載し、厚生労働省の委託事業として全国ネットワーク
が運営する困窮者支援情報共有サイトのＩＤ登録自治体へも案内した。 
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＜コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請文＞ 
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（２）ホームページをリニューアルして情報発信を強化するとともに、会員専⽤ページを

新設して、会員の交流や会員向けの情報提供を試みた。 
１）令和３年９月ホームページを全面的にリニューアルし、閲覧しやすく、関連する

サイトとの連携も分かりやすくする工夫をした。 
２）リニューアル時に、会員への情報発信の強化と会員間の情報交換を図るために会
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員のみがアクセスできるページを設けた。事務局ブログやこれまでの会報を掲載し
ているが、今後さらに活⽤法を検討して、会員にとって有益な情報交換ができるツ
ールとしたい。 

 
（３）会報を発行し、支援員を中心とする会員間の交流を図った。 
  １）会報を３回（12 号を 10 月、13 号を令和 3 年５月、14 号を 9 月）発行し、全会

員に郵送した。 
  ２）12 号 

第 7 回全国大会に先立ち開催した 2 回のプレ企画について、当日参加できなかっ
た会員へ向けて、意見交換の概要を報告した。また、令和 2 年 8 月の厚生労働省
生活困窮者自立支援室⻑交代を受けて、吉田前室⻑と唐木新室⻑からメッセージ
を寄せていただいた。困窮者支援情報共有サイトで日々更新している「新型コロ
ナウイルス感染症に関する支援策等」の案内と第７回全国研究交流大会の告知を
行った。 

３）13 号 
困窮者支援情報共有サイトの支援員専⽤ページの新設コーナー「つなぐ箱」と「き
きたい・知らせたい」の紹介と利⽤の呼びかけ、第 7 回全国研究交流大会報告書
に掲載した宮本代表理事、奥田代表理事のまとめ、令和 3 年 1 月 7 日に厚生労働
大臣へ届けた「コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請」の
全文を掲載した。加えて令和 2 年度に実施した自治体コンサルティング、ブロッ
ク別研修、情報共有サイト、社員総会についても報告した。また、全国ネットワ
ークのホームページリニューアル予定の告知も行った。 

４）14 号 
第 8 回全国大会参加の呼びかけ、リニューアルしたホームページの会員専⽤ペー
ジと求職者支援制度の案内を行った。 

５）会員向けにメルマガを発行し、タイムリーに情報発信を行った。 
６）地方創生 SDGs 官⺠連携プラットフォームの会員となり、そのメールマガジンが

利⽤できるようになり、第８回全国大会の案内を行った。 
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五、「自治体・支援員向けコンサルティング」（厚生労働省委託事業）の実施 
 
（１）概要 

    専門スタッフの派遣を希望する自治体（福祉事務所設置自治体）を公募したところ、
追加公募も含めて３４自治体から 48 事業（第二希望含む）の応募があり、４０事業の
コンサルティングを実施した。加えて、個別自治体へのコンサルティングの実施に先
立ち、任意事業未実施自治体の多い都道府県とその管内の自治体を対象とした重点支
援都道府県研修を実施した。 

 
（２）コンサルティング実施自治体（対象事業、担当講師） 
  就労準備支援事業のコンサルティング 23 自治体 
  家計改善支援事業のコンサルティング 17 自治体 計 40 自治体 

 
 
 
（３）趣旨 

今年度の自治体コンサルは、令和４年度の就労準備支援事業と家計改善支援事業
の完全実施へ向けて両事業の立ち上げ支援に重きを置き、これから任意事業に取り

1 北海道 小樽市 実施中 藤村 1 北海道 釧路市 未実施 行岡

2 茨城県 ひたちなか市 実施中 佐藤 2 宮城県 大崎市 実施中 北島

3 埼玉県 鶴ヶ島市 実施中 鈴木 3 山形県 新庄市 未実施 中島

4 千葉県 八千代市 実施中 高橋 4 神奈川県 茅ヶ崎市 未実施 宮崎、藤元

5 千葉県 船橋市 実施中 田嶋 5 神奈川県 南足柄市 未実施 北島
6 福井県 福井県 実施中 名嘉 6 神奈川県 座間市 実施中 村上
7 長野県 岡谷市 実施中 藤村 7 福井県 福井県 実施中 近澤

8 鳥取県 三朝町 実施中 藤村 8 愛知県 北名古屋市 未実施 間海、行岡

9 福岡県 那珂川市 実施中 高橋 9 滋賀県 東近江市 実施中 間海、行岡

10 佐賀県 嬉野市 実施中 名嘉 10 大阪府 守口市 未実施 藤浦

11 宮城県 大崎市 未実施 相原 11 兵庫県 川西市 未実施 宮崎、藤元

12 山形県 寒河江市 未実施 相原 12 鳥取県 岩美町 未実施 半田、行岡

13 埼玉県 越谷市 未実施 鈴木 13 鳥取県 三朝町 未実施 行岡

14 神奈川県 南足柄市 未実施 相原 14 宮崎県 都城市 未実施 藤浦

15 福井県 坂井市 未実施 菊地 15 宮崎県 宮崎市 実施中 近澤

16 岐阜県 本巣市 未実施 鈴木 16 鹿児島県 長島町 未実施 村上

17 三重県 亀山市 未実施 奥平 17 沖縄県 宮古島市 未実施 山根

18 福岡県 小郡市 未実施 菊地

19 福岡県 春日市 未実施 高橋

20 長崎県 平戸市 未実施 菊地

21 宮崎県 延岡市 未実施 田嶋

22 鹿児島県 長島町 未実施 山田

23 沖縄県 宮古島市 未実施 名嘉

市町村都道府県

就
労
準
備
支
援
事
業

家
計
改
善
支
援
事
業

事業 No 実施状況 担当講師 事業 No 都道府県 市町村 実施状況 担当講師

計23自治体

計17自治体

未実施13自治体
実施中10自治体

未実施12自治体

実施中5自治体
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組む自治体への助言やサポートを行い、支援スキルの向上を図ることを目的とした。
その際、自治体への事業開始に向けた個別の支援だけでなく、任意事業未実施自治
体の多い都道府県とその管内の自治体へ制度や任意事業への基本的な理解を広げる
ことも目的とした。加えて、就労準備支援事業や家計改善支援事業等を実施してい
る中で課題を解決したいと希望する自治体への事業の円滑な推進へ向けての支援も
目的とした。 

 
（４）重点支援都道府県研修 
    令和２年度は、就労準備支援事業・家計改善支援事業未実施自治体を多く有する

と厚生労働省が定めた 10 都道府県とその管内未実施自治体に対して、事業実施へ
向けて基本的な事業への理解（制度の理念や予算事項、事業開始のノウハウや支援
事例等）を得てもらうことを目的とした研修をオンラインで 2 回実施した。 

１）対象自治体：10 都道府県（北海道、山形県、埼玉県、千葉県、山梨県、愛知県、
兵庫県、鳥取県、島根県、福岡県）と管内未実施自治体 

  ２）受講対象者：研修対象自治体の行政職員 
  ３）日程：①10 月 30 日（金）、②11 月 5 日（木） 

 ４）研修プログラム 
①開催趣旨及び行政説明（10：00〜10：20）   

講師：厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室 地域共生社 
会推進室 室⻑ 唐木 啓介  

②就労準備支援事業の意義と効果（10：20〜10：45）   
講師：一般社団法人京都自立就労支援センター 理事 高橋 尚子  

③家計改善支援事業の意義と効果（10：45〜11：10）   
講師：グリーンコープ生活協同組合連合会 常務理事 行岡 みち子  

④グループワーク（11：10〜11：30）  
（自己紹介、就労準備と家計改善支援の講義を聴いての感想等、事業を開始す

るのに課題だと思っていること、講師への質問事項） 
⑤グループ討議の共有、全体での意見交換（11：30〜12：00）   

進行：厚生労働省社会・援護局 地域福祉課生活困窮者自立支援室 生活困窮者 
支援計画官 髙石 麗理湖  

     5)参加状況・効果等 
参加者：10 都道府県（11 名）、30 自治体（38 名）、計 49 名 

  参加者アンケートの研修評価：3.2〜3.8（5 段階評価・回収率 48.9％） 
     就労準備支援事業や家計改善事業の理念、対象者像、支援の効果等の基本的な

事項についての認識が深まったとの感想が多く、事業実施へ向けた課題となるこ
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とについての意見交換も活発に行われ、研修の目的を果たすことができた。一方、
研修の評価は低かったのは、ZOOM 会議に不慣れな自治体が多いことに加えて、
当日の通信が不安定だったこと、Google フォームでのアンケートの回答半数以下
にとどまったことなどが原因として考えられる。 

 
（５）派遣した専門スタッフ（講師） 
  ＜就労準備支援事業＞ 

相原 真樹 一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 事務局⻑ 
奥平 明子 日本労働者協同組合(ワーカーズコープ)連合会事業推進本部（生活       

困窮者支援事業担当）   
佐藤 深喜 ワーカーズコープ酒田地域福祉事業所こもれび(就労準備支援）所⻑  
鈴木 由美  NPO 法人ユニバーサル就労ネットワークちば 事務局⻑ 
高橋 尚子 一般社団法人京都自立就労サポートセンター 理事 
田嶋 康利 日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会 専務理事 
名嘉  泰  公営財団法人沖縄県労働者福祉基金協会 沖縄県自立相談支援事業統 

括責任者 
山田 耕司 NPO 抱樸 常務理事 
藤村 貴俊 京丹後市寄り添い支援総合サポートセンター 

＜家計改善支援事業＞ 
北島 千恵 社会福祉法人グリーンコープ 家計改善支援スーパーバイザー 
近澤 和子 グリーンコープ生活協同組合おおいた 家計改善支援員 
中島 明美 グリーンコープ生活協同組合くまもと生活再生相談室 室⻑補佐、 
藤浦 久美 社会福祉法人グリーンコープ 家計改善支援スーパーバイザー 
宮崎 啓輔  社会福祉法人グリーンコープ 部⻑、岡山市家計改善支援員 
村上 浩勝 グリーンコープ生活協同組合くまもと生活再生相談室 室⻑ 
山根 末子 公営財団法人沖縄県労働者福祉基金協会 沖縄県就職・生活支援パーソ

ナルサポートセンター南部事務所所⻑ 家計改善支援統括責任者 
行岡みち子 グリーンコープ生活協同組合連合会常務理事 
佐藤 剛士 熊本県阿蘇市市⺠部福祉課保護係 参事 
半田  信哉 福井県坂井市市⺠福祉部福祉総合相談室 室⻑ 
藤元 静   岡山市保健福祉局障害・生活福祉部生活保護・自立支援課自立支援係  

主任 
間海洋一郎 福井県坂井市市⺠福祉部福祉総合相談室 主任 

 
（６）実施時期・回数・方法について 
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   令和 2 年 11 月 13 日〜令和 3 年 1 月 26 日 
１）就労準備支援事業 

・未実施 13 自治体のうち、4 自治体を訪問、9 自治体をオンラインで実施 
    ・実施中 10 自治体のうち、4 自治体を訪問、6 自治体をオンラインで実施 
  ２）家計改善支援事業についてのコンサル       

・未実施 12 自治体のうち、5 自治体を訪問、7 自治体をオンラインで実施 
     2 自治体は 2 回目をオンライン実施 
    ・実施中 5 自治体のうち、2 自治体を訪問、3 自治体をオンラインで実施 
        1 自治体は 2 回目をオンライン実施 

３）3 自治体で 2 回目を実施したため、延べ 43 回（訪問 15 回、オンライン 28 回）
の実施となった。 

 
（７）成果と課題 

１）任意事業の立ち上げへ向けての自治体コンサルの成果について 
今年度は就労準備支援事業と家計改善支援事業の令和４年度完全実施へ向けて、

事業実施のために任意事業の詳細や立ち上げの進め方についての具体的な教示や
助言の希望が多かった。任意事業の在り方や支援の方法についての基本的な事項
や任意事業の効果、予算獲得や庁内連携等、一連のノウハウについて、講師の所
属する団体の実績や先進自治体の事例等をもとに研修等を行った。任意事業につ
いての理解が深まり、事業の実施へ向けて何をすべきか明確になったと多くの自
治体が評価している。 

２）実施中の事業についての自治体コンサルの成果について 
実施中の事業のコンサルでは、自立支援事業等との連携や地域資源との連携、

ニーズの掘り起こし等の課題解決や支援のレベルアップの意思がうかがえた。客
観的な視点で講師が丁寧に聞き取りや助言を行うことで自治体の現状や課題が鮮
明になり解決への手がかりが得られたと報告する自治体が多かった。 

３）各事業の自治体コンサルの特徴について 
就労準備支援事業については、支援対象者像や事業のイメージすら持てておら

ず、そもそもの事業の理念や考え方等の基本的な事項の教示が必要だった。中に
は事業の必要性の認識がない自治体もあった。地域のニーズや資源に応じた事業
のスキームづくり、協力事業者の開拓などの課題等について、どのように着手す
べきか具体的に見えていない状況も見受けられた。また、家計改善支援事業につ
いて認識の誤りも多く見受けられた。両事業の理念や基本的な支援方法について
教示していく中で事業への理解を促していくことができた。 
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六、「ブロック別研修」（厚生労働省委託事業）の開催 
 
（１）概要 
    令和２年度からは都道府県研修が国の後期研修と位置付けられ、それを補完する

ものとしてブロック別研修が国の後期研修と位置づけられた。令和２年 12 月から
令和３年 1 月にかけて４７都道府県を６ブロックに分け、１回２日間（10.5 時間以
上）のプログラムのブロック別研修をオンラインで実施した。 

 
（２）趣旨 

国の後期研修の要件に対応した研修内容とし、支援員の孤立化を防ぎ、支援に必
要なノウハウの伝授や支援の在り方を確認できる研修の場は必要不可欠と考える。
ブロック単位で研修を行うことで、より多くの支援員が研修に参加できる機会を増
やし、都道府県の枠を越えて行政職員・支援員同士の情報交換や交流を通して支援
のスキル向上だけでなく、支援員のモチベーションの維持・向上につなげることも
目的とした。 

 
（３） 日程・開催地について 

開催協力都道県内に中継会場を設置してオンラインで実施した。 
ブロック 日程 協力県 担当役員 

北海道・東北 令和 3 年 1 月 20 日(水)〜21 日(木) 北海道 櫛部、新里、池田昌 
関東・甲信越 令和 3 年 1 月 26 日(火)〜27 日(水) 千葉県 池田徹、田嶋 
東海・北陸 令和 2 年 12 月 9 日(水)〜10 日(木) 愛知県 原田、渋谷 

近畿 令和 3 年 1 月 13 日(水)〜14 日(木) 滋賀県 生水、⻄岡 
中国・四国 令和 2 年 12 月 15 日(火)〜16 日(水) 広島県 高橋、行岡 
九州・沖縄 令和 2 年 12 月 22 日(火)〜23 日(水) 佐賀県 谷口、行岡 
 

（４） 企画について 
今年度のブロック研修は厚生労働省と相談して、①参加型研修の形式を取り入れ

ること、②制度の理念と基本姿勢を伝えること、③任意事業との連携（就労準備支
援事業と家計改善支援事業）をテーマに入れること、④開催時間は計 10.5 時間以
上とすること（レポート作成時間含む）を要件とした。協力県の意向を踏まえてテ
ーマや登壇者等を当該ブロックの担当役員が中心となって企画した。 

 
（５）各ブロック研修のプログラム 
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（６）参加状況 
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（７）成果と課題 
１）参加状況について 

申込者数は 953 名（昨年度より 114 名増）、受講者のうち前期国研受講者は 607
名（64％）で、都道府県の代替研修としての一定の役割を果たすことができた。 
所属先は社会福祉協議会（39％）、⺠間（37％）、行政（24％）となり、参加者
数は協力県や担当役員からの呼びかけの影響が考えられ、各ブロックで大きく異
なった。 

２）研修の企画について 
受講者アンケートの研修全体の評価は平均 4.45 と、高い評価を得ることが出来た。
カメラを通しての受講者の表情やアンケートの評価・コメントから見ても、受講
者の集中力が途切れることなく充実した研修になったと考えられる。 
アンケートには、「参加できて気持ちが楽になった」「オンライン上でも意見交
換や交流ができて力をもらった」「制度や支援の基本的なことが確認できた」「担
当している事業だけでなく、他の事業についても理解が深まった」「先進事例に
学び、具体的に何をすべきかが分かった」「制度や仕組みに合わせるのではなく
一人一人にあった支援、課題解決型だけでなく見守り（伴走型）の支援が大切だ
と思った」「目の前の支援だけでなく俯瞰して捉えることができた」等、さまざ
まな学びや思いが出されている。加えて、「質問やグループワークにもっと時間
をかけたかった」「事例をもっと学びたかった」「職種別や自治体規模別のグル
ープワークを希望したい」といった、さらなる学びへの希望も出されている。 

５）さらに、担当役員と協力都道府県のアンケートからも、一定評価するコメントが
出されており、ブロック別研修の目的をほぼ達成することができたと考えられる。 

  ６）協力都道府県の協力については、今年度コロナ禍でのオンライン開催となったこ
ともあり、昨年度より直接的な関りが少なくなってしまった。国の後期研修とし
て都道府県研修と同等の位置づけとなり、自治体職員や支援員が都道府県の枠を
越えて、エリアで情報交換したり交流を図ることができる貴重な機会となるブロ
ック研修においては、いかに都道府県の主体的な関りを創っていくかが大切にな
ってくる。協力都道府県を輪番制にするなど、次年度以降に向けた仕組みづくり
が必要ではないかと思われる。 

  ７）検討の仕方、カリキュラムの立案については、担当役員から次年度に向けた提案 
が出されているので、それらの意見を次年度の検討に生かしたい。 
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七、「困窮者支援情報共有サイト」の運営 
 
（１）概要 

令和元年度に開設した困窮者支援情報共有サイトは、生活困窮者の支援に必要な
情報やノウハウの伝達を円滑にし、多様で複合的な困難を有する生活困窮者への支
援が適切に行われる一助となることを目的に運営してきた。今年度は特にコロナ禍
での支援に必要な最新情報の更新やオンライン開催となった各種研修の案内等支援
に役立つ情報の掲載に努めた。加えて、支援員が声を出し合い、交流できるような
情報交換の仕組みも設けることで、支援員のもできるような環境を整えてきた。 

 
（２）サイトの運営について 

１）新型コロナウイルス感染症に関する専⽤ページの新設 
コロナ禍における困窮者への支援情報が厚生労働省をはじめ各省庁や⺠間等か

ら大量に出される中で、支援現場に向けて最新情報をできるだけ見やすく、タイ
ムリーに掲載できるように設けた「新型コロナウイルス感染症に関する支援策等
について」のページの更新を続けた。 

  ２）生活困窮者自立支援全国研究交流大会専⽤ページの新設 
オンライン開催となった全国研究交流大会の参加申し込みを受け付けるための

専⽤のバナーを設置し、開催後は大会ニュース、報告書等を掲載した。 
３） 情報の更新 

  全国ネットワークの役員や関係団体等より寄せられた情報等を随時掲載し、れ
令和３年 4 月には困窮者支援に関わる情報の年度更新を行った。 

  ４）支援員限定ぺージの活⽤ 
    情報サイトと支援員限定ページの活⽤促進のために都道府県を通して未登録自治

体への ID 登録に向けて必要な発信を続け、その結果 95.7％まで登録が進んだ。
登録されたメールアドレスへ、つなぐ箱・ききたい知らせたいコーナーの利⽤案
内、全国研修交流大会の参加の呼びかけなど、支援に役立つ情報の発信も行った。 
①自治体の ID 登録状況 

     対象自治体：907、登録自治体：868、未登録：39（令和３年 9 月末日） 
②つなぐ箱の新設 

支援員が気軽に意見が出せるように、入力フォームを設け、投稿された内容
はタイムリーに厚生労働省に届け、公表する内容は要点を絞り、無記名で掲載
する仕組みとしたところ、2 件の書き込みがあった。   

②ききたい、しらせたいコーナーのリニューアル 
      従来の「お問い合わせコーナー」もネーミングを「ききたい、知らせたい」
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（３）サイト

１）全体のアクセス

とから一般からのアクセスが
度と
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱
えた人々につながっているようすがうかがえる。

 

  ２）支援員限定ページへのアクセス

画掲載
当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと
らアクセスが増え
セスは６倍となっ

（４）成果と課題
コロナ禍

ができた
まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
イトを充実させていきたいと考える。
サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。

に変更し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、
され、それぞれに対して

サイトアクセス
１）全体のアクセス

令和２年
とから一般からのアクセスが
度と一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱
えた人々につながっているようすがうかがえる。

２）支援員限定ページへのアクセス
令和年 5

画掲載たことで
当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと
らアクセスが増え
セスは６倍となっ

 
 
 
 
 
 

成果と課題 
コロナ禍で支援に必要な情報の発信においては

ができた。新たに設けた
まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
イトを充実させていきたいと考える。
サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。

新型コロナ第１波

スマートニュース掲載

し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、
され、それぞれに対して

アクセス 
１）全体のアクセス 

年 4 月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
とから一般からのアクセスが

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱
えた人々につながっているようすがうかがえる。

２）支援員限定ページへのアクセス
5 月末から全自治体にＩＤ・パスワードを再周知し

たことでアクセスが
当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと
らアクセスが増え、11
セスは６倍となった。

支援に必要な情報の発信においては
新たに設けた困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
イトを充実させていきたいと考える。
サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。

新型コロナ第１波 

スマートニュース掲載

ＩＤ・パスワードの再周知

し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、
され、それぞれに対して 1〜

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
とから一般からのアクセスがそれまでの

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱
えた人々につながっているようすがうかがえる。

２）支援員限定ページへのアクセス
月末から全自治体にＩＤ・パスワードを再周知し

アクセスが増えた。
当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと

11 月と 12
た。 

支援に必要な情報の発信においては
困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
イトを充実させていきたいと考える。
サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。

スマートニュース掲載 

新型コロナ第２波

ＩＤ・パスワードの再周知 
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し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、
〜3 件の回答が寄せられた。

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
それまでの

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱
えた人々につながっているようすがうかがえる。

２）支援員限定ページへのアクセス 
月末から全自治体にＩＤ・パスワードを再周知し

増えた。また、支援員限定ページにブロック別研修の
当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと

12 月の単月を比較すると、支援員限定ページのアク

支援に必要な情報の発信においては
困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
イトを充実させていきたいと考える。自治体の
サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。

新型コロナ第２波 

 エール動画他の案内

し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、
件の回答が寄せられた。

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
それまでの 25 倍に急増し、その後

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱
えた人々につながっているようすがうかがえる。 

月末から全自治体にＩＤ・パスワードを再周知し
また、支援員限定ページにブロック別研修の

当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと
月の単月を比較すると、支援員限定ページのアク

支援に必要な情報の発信においては当サイトは
困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
自治体のＩＤ登録１００％を目指し、情報共有

サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。

エール動画他の案内 

し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、
件の回答が寄せられた。 

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
急増し、その後

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱

 

月末から全自治体にＩＤ・パスワードを再周知し
また、支援員限定ページにブロック別研修の

当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したこと
月の単月を比較すると、支援員限定ページのアク

当サイトは一定の役割を果たすこと
困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
ＩＤ登録１００％を目指し、情報共有

サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
な発信などを強化し、引き続き情宣にも力を入れていきたい。 

新型コロナ第３波

ブロック別研修資料掲載

アンケート入力

し、ページレイアウト全体をリニューアルしたところ、3 件の質問が出

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
急増し、その後も以前の

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱

月末から全自治体にＩＤ・パスワードを再周知し、9 月にもエール動
また、支援員限定ページにブロック別研修の

当日資料とアンケート入力フォームの専⽤ページを設置したことで 12
月の単月を比較すると、支援員限定ページのアク

一定の役割を果たすこと
困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
ＩＤ登録１００％を目指し、情報共有

サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
 

新型コロナ第３波

ブロック別研修資料掲載

アンケート入力 

件の質問が出

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
も以前の 10 倍程

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱

月にもエール動
また、支援員限定ページにブロック別研修の

12 月中旬か
月の単月を比較すると、支援員限定ページのアク

一定の役割を果たすこと
困窮者支援に関わる人たちの情報共有や相互交流の仕組みは、

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当
ＩＤ登録１００％を目指し、情報共有

サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー

新型コロナ第３波 

ブロック別研修資料掲載 

 

件の質問が出

月の緊急事態宣言発動時は、スマートニュースに取り上げられたこ
倍程

一定のアクセスが続く経過となった。コロナ禍で生活に困窮した人たちが支
援の窓口を知ることができたことは評価できる。加えて、「住居がない」「コロナ・
生活困窮」といったキーワード検索が徐々に増えていることは、現実に困難を抱

 

月にもエール動
また、支援員限定ページにブロック別研修の

月中旬か
月の単月を比較すると、支援員限定ページのアク

一定の役割を果たすこと
仕組みは、

まだ緒に就いたばかりだが、寄せられた情報への丁寧な対応を継続することで、当サ
ＩＤ登録１００％を目指し、情報共有

サイトを認知・活⽤されるような情報の充実と、登録自治体への定期的・タイムリー
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第二号議案 令和２度決算報告承認の件 
 
一、第七期（令和２年度）の主な事業活動の内容 

１、第７回生活困窮者自立支援全国研究大会の開催 
 ２、ブロック別研修の開催 
 ３、自治体コンサルティングの実施 
 ４、困窮者支援情報共有サイト〜みんなつながるネットワークの運営 

６、第八期に開催する第８回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の準備 
 
二、第七期（令和元年度）の損益の概況および予算との比較 
１、収入の部（56,306,590 円予算に対し ⇒ 44,477,631 円） 
（１）全国ネットワークの最大イベントである第 7 回全国研究交流大会には 1,242 人の

参加があった。今期の大会参加費はオンライン開催のため 3,000 円（1 人）と 1,000
円（1 台の端末で複数参加）の 2 種類となり、3,000 円は会費として、1000 円の 214
人分の 214,000 円を大会参加費として計上した。 

（２）令和２年度厚生労働省委託事業「生活困窮者自立支援制度における専門スタッフ
派遣及び研修に関する広報啓発等業務」の助成金が、主に各事業をオンライン実施
となり旅費が減少したため 39,662,532 円となり、予算を 13,134,058 円下回った。 

（３）会費、寄付金については、会費 3,820,000 円（社員 43 人、会員 1,090 人、賛助団
体 4 団体）、寄付金 31,000 円の合計 3,851,000 円となった。 

（４）第 7 回全国研究交流大会の開催のために全国ネットワークより 750,000 円の事業
負担金を計上した。 

（５）収入総額は 44,477,631 円となり、予算よりも 11,828,959 円下回った。 
 

２、支出の部（56,306,590 円予算に対し ⇒ 45,866,871 円） 
（１）社団運営費（3,110,000 円予算に対し⇒ 5,240,339 円） 

１）会員の会報発行やホームページで事業の啓発活動を行った。 
２）備品・通信運搬費、については、オンラインでの会議や研修に必要な Zoom の

契約や通常使⽤の機器の購入、委託費は HP の全面リニューアル等により、予算
を上回った。旅費はオンラインの活⽤、印刷製本費は事務所印刷機での印刷によ
り予算を下回った。全国大会拠出分として 75 万円を計上（事業負担金として収
入に計上）し、社団運営費として 5,240,339 円となり、予算を上回った。 

（２）事業費（53,196,590 円予算に対し ⇒ 40,626,532 円） 
１）第 7 回全国研究交流大会は、予算 21,422,980 円に対し 13,999,759 円の事業費

となった。オンライン開催のため登壇者やスタッフの旅費の減少で予算を下回っ
た。 

２）ブロック別研修、専門スタッフ派遣についても、オンライン実施のために旅費
の減少で予算を下回り、情報サイトや機関業務の増加分を含めても、事業費全体
として予算を下回った。 

（３）支出総額は社団運営費と事業費の計で 45,866,871 円となり、予算より 10,439,719
円下回った。 

３、第七期（令和 2 年度）は、全国大会拠出分を含めて社団運営費が予算を上回り、
1,389,240 円の赤字で決算した。 
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Ⅰ、第七期（令和２年度）決算報告 
（令和２年 10 月 1 日〜令和３年 9 月 30 日） 
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第三号議案 定款の一部変更の件 
 
一、現行の事業年度（定款第４３条）を次のとおり改めることを提案する。 
 
（一）変更の理由 

①設立当時全国研究交流大会は集合型を前提にしており、年に一度は社員が参集で
きるように社員総会を全国研究交流大会前日に設定した。それに伴い、事業年度
を 10 月 1 日から 9 月 31 日までとした経過がある。 

②一方、助成事業や委託事業の年度は 4 月 1 日から 3 月 31 日までとなっており、
その割合も年々増えているため、委託事業との事業年度のズレにより、活動報告
や活動方針が分かりにくくなっている。 

③今後、社員総会は Zoom 開催が定着すると考えられ、全国研究交流大会開催日に
合わせる必要が無くなった。 

④以上により、事業年度を 4 月 1 日から 3 月 31 日へ変更することを提案する。  
 

（二）変更内容 
  変更の内容は次のとおり。 

現行定款 定款変更案 
（事業年度） 
第４３条 当法人の事業年度は、毎年１
０月１日から翌年９月３０日までとす
る。 
 

（事業年度） 
第４３条 当法人の事業年度は、毎年４
月１日から翌年３月３１日までとする。 
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第四号議案 令和３年度活動方針決定の件 
 
一、生活困窮者自立支援全国ネットワークの事業目的 
 
（一）「全国研究交流大会」等、全国的な交流・研修の開催 
（二）困窮者支援の強化のため支援員・自治体等の研修の実施 
（三）生活困窮者自立支援制度及び制度外の情報の発信 
（四）支援現場の状況を把握するための調査活動 
（五）行政等に対する政策提言など 
（六）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 
 
二、令和 3 年度事業計画 
 
（一）「第 8 回生活困窮者自立支援全国研究交流大会」の開催 

（１）時 期：全体会①：11 月 13 日（土）10:00〜15:30 
全体会②：11 月 27 日（土）14:00〜16:00 
分科会①〜⑨：11 月 14 日（日）AM･PM  11 月 20 日（土）AM･PM 

11 月 21 日（日）AM･PM  11 月 23 日（火）AM･PM 
11 月 27 日（土）AM 
※AM10:00〜12:00、PM14:00〜16:00 

（２）開催方法：Ｚｏｏｍウェビナーによるオンライン開催 
（３）対象者：全国の支援に携わる人、行政職員、学識者、関係団体・一般市⺠等 

参加目標 全体会：１，０００人  
（４）内 容：「パンデミック下の狭間・孤立・困窮問題と制度（支援）が向き合う課題」 

１）全体会１ 11 月 13 日（土） 
10：00〜12：00 前半シンポジウム 

「コロナ禍が照らしだした日本の困窮と制度課題」 
      13：00〜15：30 後半シンポジウム 

「パンデミックを超えて誰もが包接される社会へ」 
２）全体会２ 11 月 27 日（土） 14：00〜16：00「振り返りと展望」 
３）分科会 

分科会１ 11 月 14 日（日）10：00〜12：00 
「伴走型支援の視点を考えるー愛知の実践を通じてー」 

 分科会２ 11 月 14 日（日）14：00〜16：00 
「子ども・若者支援は『孤独・孤立』にどう向き合うのか？〜第 3 次『子
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供・若者育成支援推進大綱』が示す『現在』と『未来』」 
 分科会３ 11 月 20 日（土）10：00〜12：00 

「地域づくりをすすめる相談支援・参加支援、相談支援・参加支援をさせる
地域づくり」 

 分科会 4 11 月 20 日（日）14：00〜16：00 
「包括的居住支援における一時生活支援事業等の可能性について考える」 

    分科会５ 11 月 21 日（日）10：00〜12：00 
「子どもの貧困を支えるため〜子どもと親の暮らしの場に出向く、暮らしの

場でつながるために」 
    分科会 6 11 月 21 日（日）14：00〜16：00 

「態様が異なる働きづらさの実態を知り、対応策を考える」 
 分科会７ 11 月 23 日（火・祝）10：00〜12：00 

「地域を元気にする『活躍支援』の地域・場づくり」 
 分科会８ 11 月 23 日（火・祝）14：00〜16：00 

「アフターコロナの家計改善支援のあり方〜家計改善支援で何ができるの 
か。家計改善支援の本質的な役割を問う〜」 

    分科会９ 11 月 27 日（土）10：00〜12：00 
「緊急時の災害を平時の支援でカバーする災害ケースマネジメント分科会」 

（５）第９回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の準備 
    令和４年度の第９回全国研究交流大会企画の検討と開催に向けた準備を進める。 

１） 開催日時：令和４年１１月１２日（土）、１３日（日） 
２） 開催地：東京都（オンライン併⽤予定） 
 

（二）「自治体・支援員向けコンサルティング」の実施 
（１）39 自治体（47 事業）を対象に就労準備支援事業・家計改善支援事業の事業実施、

庁内及び制度内外の連携強化の支援、その他自治体の希望内容に応じたコンサルテ
ィングを実施する。 

 （２）重点支援都道府県 10 県を対象とした都道府県研修をオンラインで開催する。 
開催日：８月３１日（金）10：00〜12：30 

             ９月  ２日（木）10：00〜12：30 
 （３）対象自治体へのコンサルティングはオンラインもしくは個別訪問のいずれかで、

令和 3 年 10 月〜令和 4 年 1 月に 1〜2 回実施する。 
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 令和 3 年度コンサルティング対象自治体 

 
 

事業・内容 講師 事業・内容 講師 人口規模
根室振興局 連携(生困事業、庁内外等） 鈴木 48,596
旭川市 就労(実施中)の事業充実 ⻄岡 329,033

⻘森県 ⿊⽯市 連携(自立と家計、委託先等）行岡･北島 就労立上げ 奥平 32,188
三郷市 就労立上げ 相原 家計(実施中）委託等 村上 142,767
越谷市 就労立上げ 佐藤圭司 345,487
深谷市 就労立上げ 鈴木 142,435
新座市 就労立上げ 平井 166,231
木更津市 連携(生困事業と庁内外等） 行岡･池田 就労立上げ 鈴木 135,860
君津市 就労(実施中)の事業充実 大谷 82,583
白井市 家計立上げ 北島 62,914

新潟県 新発田市 家計立上げ 行岡 96,000
山梨県 中央市 連携(生困事業、庁内外等） 平井･佐藤圭 子ども(実施中)事業充実 東 30,781
富山県 高岡市 就労立上げ 相原 家計立上げ 宮崎･藤元 168,094

山県市 連携(生困事業、委託先等） 菊地･行岡 26,278
多治見市 就労立上げ 高橋 108,779
本巣市 家計(実施中）帳票作成方法 行岡 33,580
江南市 就労立上げ 高橋 家計立上げ 宮崎･藤元 99,885
豊田市 就労(実施中)の事業充実 ⻄岡 420,022
⻲山市 子ども(実施中)事業充実 渡辺 49,480
鳥羽市 家計(実施中)支援員の支援等 中島･佐藤剛 17,741
米原市 連携(ひきこもり支援と生困）谷口 38,356

連携(家計、委託先等） 行岡 41,805
京都府 木津川市 家計立上げ 北島 79,418

尼崎市 連携(生困事業、重層等） 菊地 461,988
三田市 就労立上げ 名嘉 110,000

広島県
就労・家計未実施自治体向
け研修

櫛部･高橋･
中島･佐藤剛

2,807,987

安芸高田市 連携(生困事業、直営実施等）藤村･行岡 27,332
海田町 就労立上げ 藤村 村上 30,450
熊野町 就労立上げ 名嘉 23,601
今治市 就労立上げ 相原 154,801
⻄予市 就労立上げ 奥平 36,065
中間市 連携(生困事業） 谷口 40,000
糸島市 子どもの立ち上げ 李 103,020
島原市 就労立上げ 藤村 家計立上げ 村上 40,000
平⼾市 就労立上げ 大谷 29,903

熊本県 玉名市 困難事例等 山田 64,906
大分県 津久見市 就労(実施中)の再検討 名嘉 16,547
宮崎県 宮崎県 就労広域実施 平井 1,063,561
沖縄県 糸満市 家計立上げ 行岡 62,155
21都道府県39自治体 39事業 8事業

滋賀県

都道府県 自治体名 第一希望 第二希望

北海道

埼玉県

千葉県

岐阜県

愛知県

三重県

兵庫県

広島県

愛媛県

福岡県

⻑崎県
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（三）「ブロック別研修」の実施 
（１）全国６ブッロクに分けたブロック別研修は、昨年度より生活困窮者自立支援従事

者養成の後期研修、都道府県研修を補完する研修と位置付けられ、10.5 時間（２日
間）プログラムで開催する。協力都道府県、研修委員、担当役員と相談して企画を
決定した。 

（２）開催方法：コロナ禍のためオンライン中継を基本として開催する。 
（３）開催日（開催県）は以下のとおり。 

  ①北海道・東北ブロック研修：令和 4 年 1 月 26・27 日（水・木）（於⻘森県） 
②関東・甲信越ブロック研修：令和 3 年 12 月 8・9 日（水・木）（於神奈川県） 
③東海・北陸ブロック研修：令和 3 年 12 月 16・17 日（木・金）（於三重県） 
④近畿ブロック研修：：令和 3 年 12 月 23・24 日（木・金）（於大阪府） 
⑤中国・四国ブロック研修：令和 4 年 1 月 13・14 日（木・金）（於高知県） 
⑥九州・沖縄ブロック研修：令和 4 年 1 月 20・21 日（木・金）（於⻑崎県） 
 

（四）生活困窮者自立支援制度における情報共有サイトの運営 
 （１）ＩＤ登録自治体 100％を目指して、周知と活⽤を推進する。 

（２）支援員限定ページの情報掲載・更新に努め、支援員の交流をすすめる。 
 
（五）行政等に対する政策提言など 
 （１）生活困窮者自立支援の現場の意見を集約し、必要に応じて行政等に政策提言を行

う。 
 
（六）今後の全国ネットワークのあり方について 
     第九期に向けて全国ネットワークのあり方について意見交換し、第九期社員総会

へ向けた提案の準備を進める。 
 
（七）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

（１）会員通信等の実施 
１）会報の発行により、会員に全国研究交流大会や困窮者支援に関する情報を発信

する。 
２）会員向けメルマガにより、全国研究交流大会の告知等を行う。 

 
三、財政基盤の強化方針 
 
（一）会員、賛助会員の拡大による会費収入の増に取り組む。 
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（二）一般企業の制度への理解を促すための働きかけを行い、賛助団体を募り、会費及び
特別会費、寄付金への協力を呼びかけ、収入増に取り組む。 

（三）公的、私的な助成金や補助金等の利⽤による財政的な強化を図る。 
（四）公的な困窮者支援事業を積極的に受託して事業基盤の強化に努める。 
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第五号議案 令和 3 年度予算決定の件 
 
一、予算概要 

１、収入の部（56,842,000 円） 
（１）会費として、会員 1,000 人、社員 30 人、賛助団体 1 口、3,330,000 円を計画する。 
（２）助成金として、厚生労働省委託事業より 52,752,000 円の収入で事業を計画する。 
（３）全国研究交流大会本体拠出分として 750,000 円を計画し、総合計 56,842,000 円

を収入予算とする。 
 

２、支出の部（56,842,000 円） 
（１）社団運営費 

事務局人件費 800,000 円、旅費・交通費として 900,000 円、会場使⽤料、事務所
使⽤料、ホームページ管理料他など運営費として総額 3,340,000 円を予算とする。 

（２）事業費 
１）第 8 回全国研究交流大会は、厚生労働省委託事業の委託費と本体拠出分で実施

する計画である。全国研究交流大会予算は総合計で 19,180,000 円とする。 
２）ブロック別研修に 10,935,000 円、専門スタッフ派遣に 4,516,000 円、情報共有

サイトに 3,025,000 円、事業全体の機関業務に 15,846,000 円を厚生労働省委託事
業で実施し、53,502,000 円を予算に計上する。 

 （３）第八期は社団運営費と事業費とで総計 56,842,000 円の支出予算とする。 
 

３、第八期（令和 3 年度）の予算は剰余金０円で計画する。 
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＜連絡先＞ 
一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク 事務局⻑ 行岡みち子 

〒169−0072 東京都新宿区大久保 2-4-15 サンライズ新宿 3Ｆ 
TEL 03−3232−6131 FAX 092−481−7886 

MAIL：info@life-poor-support-japan.net 
 
※日頃は上記事務所に常駐しておりませんので、下記にご連絡いただきますよ

うお願い致します。 
グリーンコープ 生活再生事業推進室内  TEL 092−481−6873  

 


